
別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

全部直営 一部委託 全部委託 1 義務である

● その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.80 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.47 1.70 0.70 0.70 0.70

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 3,290,000 11,900,000 4,900,000 4,900,000 4,900,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

35,000,000 35,000,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 24,515,017 31,796,575 45,793,000 35,000,000 35,000,000 35,000,000

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

35,000,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 35,086,575 57,693,000 39,900,000 39,900,000 39,900,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 24,515,017 31,796,575 45,793,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

いぐさ生産者 いぐさ・畳表専用機械の修理・オーバーホールに係る費用の2分の1（上限10
万円）を助成する

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

生産終了機械の延命化
いぐさ生産数の減少抑制

根拠法令、要綱等 各事業ごとに要項を設けている

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）くまもと畳表復興支援事業については、負担金である。

事業期間 開始年度 平成24年度 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 03

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

い業振興対策事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

①畳張替促進事業
畳張り替え1畳当たり1,000円の補助金を交付する。
②くまもと畳表復興支援事業
東日本大震災の被災者のうち、ＱＲコード付き熊本県産畳表を使用された方へ、熊本県産農産物を提供する。
③い業機械再生支援事業
いぐさ・畳表専用機械を対象に、再生に要する費用に対し助成を行う。

11 06

事務事業の目的
本市農業の主要作物の一つであり、全国一の生産量を誇るいぐさであるが、その生産を取り巻く現状は非常に厳しい状況にあるため、各種
対策を講じる。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250645 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課  

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

い業振興対策事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

補助金であるため。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

いぐさ生産に関する事業であり、他に同様の事業がないため。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

本年度職員が1名減となり、現在1名の職員と臨時職員で実施してい
るため、これ以上の人員削減は不可能である。

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

畳張替促進事業については、年度途中で希望者が予算額を超過して
いる状況である。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

同様の事業が、存在しない。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

予算の関係で、全てのいぐさ生産者が専用機械の再生支援事業を利用できていないため。

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

い業振興対策事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

いぐさ生産者の不安を少しでも、取り除くため、現在と同様の事業を継続的に行っていく。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

い業振興対策事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

● 全部直営 一部委託 全部委託 ● 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

年度毎に実施者や事業規模が違うため

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.00 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 0 0 0 0 0

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

50,000,000 50,000,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0

10,832,000 51,794,000 50,000,000 50,000,000

50,000,000

財
源
内
訳

国県支出金 20,363,000

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 10,832,000 51,794,000 50,000,000 50,000,000 50,000,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 20,363,000 10,832,000 51,794,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

50,000,000

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

いぐさ・畳表生産者 いぐさ・畳表生産に必要な専用機械の導入費用の一部補助

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

機械の導入費用の低減による経営経費の抑制

根拠法令、要綱等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 平成17年度（合併後） 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 03

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

いぐさ・畳表生産体制強化緊急対策事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

高品質な畳表生産に必要な機械などの導入に対して補助を行う。

11 07

事務事業の目的
いぐさ・畳表生産に必要な専用機械の導入に関する補助

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250646 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

いぐさ・畳表生産体制強化緊急対策事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

熊本県の補助事業であるため。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

熊本県の補助事業であるため。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

熊本県の補助事業であるため。

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

熊本県の補助事業であるため。

熊本県の補助事業であるため。

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

熊本県の補助事業であるため。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

県の補助要項上、市が受付業務を行わなければならないため。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

熊本県の補助事業であるため

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

いぐさ・畳表生産体制強化緊急対策事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

熊本県の補助事業であるため。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

いぐさ・畳表生産体制強化緊急対策事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

3

● 全部直営 一部委託 全部委託 ● 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

国策事業に関する事務であるため

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

1.57

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 1.57

実績 - -

実績

1.24 1.57 1.57

29年度

①
計画 -

- -

- 2.65 2.85 2.60 2.60 2.60

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 18,550,000 19,950,000 18,200,000 18,200,000 18,200,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

4,865,000 4,865,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 0 1,492,488 1,696,000 1,696,000 1,696,000 1,696,000

0 0

0 0 0 0 0

2,905,000 3,169,000 3,169,000 3,169,000

4,865,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 22,947,488 24,815,000 23,065,000 23,065,000 23,065,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 0 4,397,488 4,865,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

3,169,000

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

農業者 米需給調整制度の推進

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

売れる米づくりの為の安定的な経営体の育成

根拠法令、要綱等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 09

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

米需給調整総合対策事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

米需給制度に関する事務経費
数量調整推進事業事務補助金

11 28

事務事業の目的
消費者ニーズや市場動向に即した売れる米づくりを推進するための効率的かつ安定的な経営体の育成を図る。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 農業生産の向上による経営の安定

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250650 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農業生産流通課 農産係

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

米需給調整総合対策事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

国策事業に係る事務であるため。

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

米需給調整総合対策事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

国策に係る事務事業であるため

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

米需給調整総合対策事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

全部直営 ● 一部委託 全部委託 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

協議会への負担金などであるため

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.00 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.00 0.05 0.00 0.00 0.00

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 0 350,000 0 0 0

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

5,129,000 0

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 5,142,750 5,139,550 5,129,000 5,129,000 0 0

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 5,139,550 5,479,000 5,129,000 0 0

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 5,142,750 5,139,550 5,129,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

農業者及び漁業者 球磨川感謝祈願祭の実施
八代地方農業振興協議会負担金
農林水産振興協議会負担金

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

農林水産業の振興

根拠法令、要綱等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 03

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

普通作振興対策事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

球磨川感謝祈願祭の実施
八代地方農業振興協議会への負担金
農林水産振興協議会への負担金

11 09

事務事業の目的
球磨川感謝祈願祭の実施
八代地方農業振興協議会負担金
農林水産振興協議会負担金

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250648 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農業生産流通課 農産係

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

普通作振興対策事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

　結びつく

● 　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

　できない

● 　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

球磨川感謝祈願祭については、球磨川祭りの中に組み込むなどの
連携は可能であると考える。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

協議会の負担金であるため

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

協議会への負担金であるため

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

普通作振興対策事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

協議会の負担金などであるため

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

普通作振興対策事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

● 全部直営 一部委託 全部委託 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

年度によって、事業の申請団体数や活動内容がことなるため。

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.00 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.00 0.10 0.00 0.00 0.00

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 0 700,000 0 0 0

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

6,500,000 6,500,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 3,145,000 4,381,000 5,500,000 6,500,000 6,500,000 6,500,000

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

6,500,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 4,381,000 6,200,000 6,500,000 6,500,000 6,500,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 3,145,000 4,381,000 5,500,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

八代産農産物 市民団体によるＰＲ活動に対する活動費助成

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

大消費地などにおける認知度アップ

根拠法令、要綱等 八代産農産物ＰＲ事業補助金交付要領

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 平成24年度 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 03

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

八代産農産物ＰＲ事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

①大消費地圏へのＰＲ事業
農産物を大消費地圏においてＰＲする取り組みに対し、予算の範囲内で助成することにより、八代産農産物の全国的な認知度を高める。

②日本一のトマト祭り
日本一のトマトの産地による日本一のトマト祭りと題した収穫祭を八代市で開催することにより、地元住民の認知度を高めるとともに、八代
産農産物について地域内外にＰＲする。

11 05

事務事業の目的
八代産農産物の良さをＰＲすることにより、全国的な認知度を高め、販売促進・需要拡大を図る。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250644 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課  

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

八代産農産物ＰＲ事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

　結びつく

● 　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

　見直しの余地はない

● 　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

　できない

　検討の余地あり

● 　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

補助金であるため。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

農産物ＰＲに特化した事業であるため。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

申請者が増加している現状においては、申請の条件を一部見直す必
要が生じる可能性がある。

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

申請団体数は年々増加している。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

国・県に同様の事業が存在しない。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

消費地における認知度に関する調査を実施していないため。

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

八代産農産物ＰＲ事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

5 市による実施（現行どおり）

● 6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

申請団体数が増加傾向にあり、市民ニーズが高いと判断できるため。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

八代産農産物ＰＲ事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

全部直営 一部委託 全部委託 1 義務である

● その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

八代市農業資材適正使用対策協議会に対する負担金であるため

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.00 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.00 0.05 0.00 0.00 0.00

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 0 350,000 0 0 0

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

720,000 720,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 720,000 720,000 720,000 720,000 720,000 720,000

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

720,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 720,000 1,070,000 720,000 720,000 720,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 720,000 720,000 720,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

大規模な2次公害の発生抑制
魚毒性の低い農薬の普及

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

農業者 八代市農業資材適正使用対策協議会による各種活動
ＦＭによる広報活動
広報車両によるパレード
管内調査、海面調査の実施　など成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

農薬や農業資材による二次公害の発生防止

根拠法令、要綱等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）負担金

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 03

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

農作物防除対策事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

八代市農業資材適正利用対策協議会負担金

11 08

事務事業の目的
農薬の適正使用や農業資材の適正管理を推進することにより、使用による二次公害を未然に防止する。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250647 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農業生産流通課 農産係

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

農作物防除対策事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

　見直しの余地はない

● 　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

協議会の活動であるため。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

類似の事業はないため。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

他構成団体からの負担金の管理なども行うため。

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

大規模な二次公害は、発生していない。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

予算を増額し、広報活動の頻度などを増やすことで、二次公害の発
生防止につなげることはできる。

最終的な受益者は、市民全体になると考えるため

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

二次公害の発生を防止することは、市民の安全を守る上でも重要で
ある。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

国、県、民間とは競合していない。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

八代市農業資材適正使用対策協議会に対する負担金であるため

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

農作物防除対策事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

協議会への負担金であるため。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

農作物防除対策事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

3

全部直営 一部委託 全部委託 1 義務である

● その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

対象（農業協同組合、農事組合法人、農業者の組織する団体等）からの事業実施希望に基づく事務事業であるため

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.50

実績 - -

実績

0.08 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 1.00 0.80 0.85 0.85 0.85

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 7,000,000 5,600,000 5,950,000 5,950,000 5,950,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

0 0

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0

1,648,581,000 468,830,000 0 0

0

財
源
内
訳

国県支出金 1,182,740,000

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 1,655,581,000 474,430,000 5,950,000 5,950,000 5,950,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 1,182,740,000 1,648,581,000 468,830,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

近年、消費・流通構造の変化に伴い、外食産業や流通業界のニーズに国産農畜産物が対応しきれなくなったことによる輸入農畜産物への急速な代替、農業
従事者の減少・高齢化、農業所得の減少、耕作放棄地の増加及び更なる流通効率化の必要性等の問題が顕在化していることから、国において食料・農業・
農村基本法に基づき「食料・農業・農村基本計画」が策定され、消費者・実需者ニーズを踏まえた国産農畜産物の安定的供給体制の構築が最重要課題と
なっている。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

市町村、農業団体、農業者の組織する団体等 本事業は国の補助要綱等に基づく間接補助事業であり、事務手続きについて
は以下のとおりである。
計画承認申請→内示→交付申請→交付決定→着工報告→完成報告→しゅ
ん工確認検査→実績報告→交付確定成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

・産地競争力の強化（需要に応じた生産量の確保、生産コストの削減、品質の
向上、等）

・食品流通の合理化（安全で効率的な市場流通、卸売市場の再編の促進、
等）

根拠法令、要綱等 （国）強い農業づくり交付金交付要綱等、（県）熊本県補助金等交付規則等（市）八代市農業関係事業費補助金交付要綱

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）間接補助事務

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 03

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

農業生産総合対策事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

国の補助要綱等に基づく間接補助事業であり、事業実施要領に基づき補助対象事業費の1／2以内を交付する。
【事業実施主体】市町村、農業協同組合、農事組合法人、農業生産法人、その他農業者が組織する団体等
【対象要件】①受益農家及び事業参加者が5戸以上、②総事業費が5千万円以上、③投資効率（費用対効果）が1以上見込まれる事業内容
であること、等（ただし、①及び②については、熊本県知事特認による要件緩和がある）
【対象施設】生産技術高度化施設（低コスト耐候性ハウス）、集出荷貯蔵施設、等

11 32

事務事業の目的
近年、多様化・高度化している消費者・実需者ニーズに即した農業生産の推進を図るため、農畜産物の高品質・高付加価値化及び低コスト
化等、地域における生産から流通・消費までの対策を総合的に実施することを目的とする。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 農業生産の向上による経営の安定

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250661 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課       

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

農業生産総合対策事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

　薄れていない

● 　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

国の補助要綱等に基づき実施する必要がある。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

国の補助要綱等に基づき実施する必要がある

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

国の補助要綱等に基づき実施する必要がある

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

農業者の費用負担の軽減、生産コストの削減など、事業効果が得ら
れている。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

国の補助要綱等に基づく事業である。

国の補助要綱等に基づき実施する必要がある

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

八代市の基幹産業である農業の経営安定のために必要である。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

社会状況に応じて農業者が必要とする事業メニューが展開されてい
るが、近年、大規模経営を行う個人農家が増加しており、「農家3戸以
上の団体」が対象要件となっていることが、このような個人農家が事
業を活用するにあたり弊害となっている。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

国の補助要綱等により市町村が実施することと定められている。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

- -

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 92 112 - - - -

②

受益面積 本事業により効果がもたらさ
れる範囲について、受益面積
として設定した。

ha

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

受益戸数

実績 62.1 36.3 - -

- - -

- - - -

本事業により効果がもたらさ
れる対象者について受益戸
数として設定した

戸

計画 - -

農業生産総合対策事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

国の補助要綱等に基づき、適正な事務処理に努めていく。

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

国の補助要綱等に基づき実施する間接補助事務であるため。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

農業生産総合対策事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

● 全部直営 一部委託 全部委託 ● 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績 30 27

0.00 0.00 0.00

29年度

①
飼養衛生管理基準に基づく巡回指導（延べ回
数） 件・回

計画 - 15 17

- -

- 0.37 0.37 0.36 0.37 0.37

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 2,590,000 2,590,000 2,520,000 2,590,000 2,590,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

59,000 59,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 88,690 88,918 59,000 59,000 59,000 59,000

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

59,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 2,678,918 2,649,000 2,579,000 2,649,000 2,649,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 88,690 88,918 59,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

本年4月に球磨郡多良木町及び相良村で高病原性鳥インフルエンザが発生した。県市町村・その他団体による迅速な初動動作により、蔓延拡大は防がれた
が、ウイルスの感染経路の特定は難しく、依然として中国をはじめとするアジア諸国を中心に口蹄疫や病原性鳥インフルエンザなどの家畜伝染病が蔓延して
おり、収束する気配にない状況にある。
経済のグローバル化により家畜伝染病の流入・まん延リスクはますます高まりを見せている。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

畜産農家 獣医師による各種家畜伝染病予防接種の実施同行、飼養衛生管理基準に基
づく巡回指導及び啓発の実施。

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

家畜伝染病の発生の予防とまん延防止による畜産経営の安定
畜産農家周辺の環境保全による畜産経営の維持

根拠法令、要綱等 家畜伝染病予防法、家畜排泄物の管理の適正化及び利用に関する法律

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 07

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

畜産振興事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

家畜伝染病予防対策として、熊本県中央地区家畜自衛防疫促進協議会に加盟し各種予防接種及び衛生管理巡回指導を実施する。
家畜排泄物の適正管理対策として、堆肥舎等の巡回指導を実施する。

11 11

事務事業の目的
家畜伝染病の発生とまん延を未然に防止し、畜産経営の安定を図る。
家畜排泄物の適正な管理による周辺環境の保全を図る。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250656 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課   

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

畜産振興事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

　できない

● 　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

事業活動及び事業費から民間では採算が取れないと考える。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

類似・関連事業がないため連携は困難である。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

非常勤職員による人件費の削減は検討の余地がある。

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

家畜伝染病の予防に関して、必要最小限の活動を実施しており、こ
れまで家畜伝染病が発生していないため、その内容は有効であると
考えている。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

同上

既に、助成金については、見直しを行っている。

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

家畜伝染病の発生は予想困難であり、万一発生した場合、風評被害
等による産業の衰退が懸念されるため、そのような事態に陥らないよ
う、市として未然防止対策に取り組む必要がある。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

同上

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

同上

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 30 27 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

飼養衛生基準に
基づく巡回指導

実績 - -

17

家畜伝染病予防の観点から
畜舎等の衛生管理状況の確
認と管理基準の徹底の啓発
を実施しているため。

件・回

計画 - 15

畜産振興事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

既に、助成金については、見直しを行っている。

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

依然として中国をはじめとするアジア諸国を中心に口蹄疫や病原性鳥インフルエンザなどの家
畜伝染病が蔓延していることから、引き続き予防対策を継続する必要がある。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

畜産振興事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

● 全部直営 一部委託 全部委託 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績 5.45

0.00 0.00 0.00

29年度

①
対象圃場

ha
計画 - 14

- -

- 0.20 0.04 0.00 0.00 0.00

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 1,400,000 280,000 0 0 0

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

0 0

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 2,076,000 0 0 0

0

0 0 0 0

0 0 0

0

財
源
内
訳

国県支出金

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 3,476,000 280,000 0 0 0

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 2,076,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金）

0

地方債

事業開始時点からこれまでの状況変化等

現時点における生姜青枯病の再発は見られず、順調な生育が確認されている。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

平成26年産生姜の作付けを計画し、生姜青枯病のまん延と再発防止に取り
組むための土壌消毒の徹底と栽培管理を計画的に実施する生姜生産者

通常施用の土壌消毒剤に追加して施用する薬剤に係る経費の1／2以内の額
（10ａ当たり上限50千円）を補助

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

生姜青枯病のまん延防止と根絶による生姜産地の安定的な維持存続

根拠法令、要綱等 八代市しょうが青枯病緊急対策事業費補助金交付要領

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 平成25年度 終了年度 平成26年度

款項目コード（款-項-目） 05 01 04

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

生姜青枯病緊急対策事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

平成25年産生姜作付けにおいて青枯病の発生が疑われた生産圃場で、平成26年産生姜の作付けを計画するとともに当該圃場の徹底した
土壌消毒と再発防止のための計画的栽培管理を実施する生姜生産者に対し、土壌消毒の徹底に伴う追加薬剤費の一部（1／2）を助成す
る。
10ａあたり補助金額：100千円／10ａ×1／2＝50千円

11 56

事務事業の目的
平成25年に熊本県内初発 となった生姜青枯病のまん延防止と根絶に取り組み、生姜産地の安定的な維持存続を図る。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250663 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

生姜青枯病緊急対策事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

生産者団体と協働して実施しており、民間委託等は逆にコスト増にな
るため考えていない。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

類似や関連する事業が他にないため、八代市しょうが青枯病緊急対
策事業費補助金交付要領に基づき実施する必要がある。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

生産者団体と協働して効率的な事業推進を行っているため。

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

青枯れ病発生が疑われる圃場14haを対象として事業実施を目指した
が、休耕や他作物とのローテーションなどで5.45haの実施に止まった
ものの、現時点での再発は見られていない。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

八代市しょうが青枯病緊急対策事業費補助金交付要領に基づき実
施しており、Ｈ25年度～Ｈ26年度の2ヵ年限りの緊急対策であるため、
見直しは考えていない。

八代市しょうが青枯病緊急対策事業費補助金交付要領に基づき実
施する必要がある。

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

八代市の基幹産業である農業の経営安定のために必要である。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

生姜産地を維持存続させることは農業振興に必要であることから、県
内初の発生となり緊急的に再発防止対策に取り組むことで、次年産
生姜の安定生産を図るとともに、風評被害を防止することが重要であ
る。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

国・県・民間とも同様の事業は行っておらず、生姜産地の維持存続の
ために市と生産者団体が協働して取り組む必要がある。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 5.45 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

対象圃場

実績 - -

再発防止が目的であるため、
土壌消毒の徹底が必要と思
われる圃場面積を事業対象
面積として設定。

ha

計画 - 14

生姜青枯病緊急対策事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

八代市しょうが青枯病緊急対策事業費補助金交付要領に基づき適正な事務処理に務める。

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

　生姜青枯病の疑いのある圃場を対象に事業を推進したが、経費高騰を理由に次年作を断念
し、数年かけて土壌改良やローテーションを行いながら、病原菌の低減に取り組む生産者も見
受けられたため、計画より少ない規模の事業実施となっている。
　しかしながら、産地の維持存続は地域農業振興における大きな課題であることから、行政と生
産者団体が協力・協働して対策に取り組むべきものと考えている。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上 ●

維持

低下

生姜青枯病緊急対策事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

全部直営 ● 一部委託 全部委託 ● 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

2 2 2

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績 0 2

0.00 0.00 0.00

29年度

①
職員による除草剤散布

回
計画 - 2 2

- -

- 0.37 0.37 0.37 0.37 0.37

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 2,590,000 2,590,000 2,590,000 2,590,000 2,590,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

350,000 350,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 430,630 1,245,636 334,000 350,000 350,000 350,000

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

350,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 3,835,636 2,924,000 2,940,000 2,940,000 2,940,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 430,630 1,245,636 334,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

併設される食肉センターで解体処理されたものを部分肉にし冷蔵、冷凍する施設として昭和55年度しゅん工。、昭和59年10月食肉業者との作業契約解除に
伴い業務休止。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

食肉流通施設　　敷地面積　3,732.95㎡
部分肉処理室、懸肉室（冷蔵庫）　805.464㎡

職員による除草剤散布
敷地内の除草作業委託
樹木の剪定委託
警備保障会社への警備委託成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

周辺環境へ悪影響を与えないような適正な維持管理

根拠法令、要綱等 八代市食肉流通施設条例、八代市食肉流通施設条例施行規則

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 07

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

食肉流通施設管理事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

敷地内の除草及び樹木の伐採委託。警備保障会社への警備委託

11 12

事務事業の目的
食肉流通施設の維持管理を適正に行い周辺環境に悪影響を与えないようにする

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250657 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

食肉流通施設管理事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

　できない

● 　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

市が所有管理する施設である

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

食肉センターとは隣接しており一体的な管理が考えられる

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

適正な管理を行うためには必要である

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

職員による除草により雑草の繁茂が抑えられている。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

雑草の繁茂や不審者の侵入を防止し周辺環境に悪影響を与えない
ようにする必要がある

受益者はいない

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

施設は稼働していないものの周辺環境へ悪影響を与えないために適
正な維持管理が必要である。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

雑草の繁茂や不審者の侵入を防止し周辺環境に悪影響を与えない
ようにする必要がある

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

市が所有管理する施設である

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

雑草の繁茂や不審者の侵入を防止し周辺環境に悪影響を与えないようにする。

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

食肉流通施設管理事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

● 1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

施設を解体した場合跡地利活用の検討が必要

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

現在、業務は休止となり使用されておらず再稼働の見込みはない。また、食肉センター訴訟が
終了したことにより施設の解体が望ましい。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

食肉流通施設管理事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

全部直営 ● 一部委託 全部委託 ● 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

2 2 2

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績 0 2

0.00 0.00 0.00

29年度

①
職員による除草剤散布

回
計画 - 2 2

- -

- 0.37 0.37 0.50 0.60 0.60

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 2,590,000 2,590,000 3,500,000 4,200,000 4,200,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

40,500,000 50,500,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 517,402 2,580,020 12,749,000 40,500,000 50,500,000 30,500,000

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

30,500,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 5,170,020 15,339,000 44,000,000 54,700,000 34,700,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 517,402 2,580,020 12,749,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

大正3年に個人経営施設を当時の宮地村が買収し村営となり、その後八代市への編入により市営となる。昭和55年度小動物（豚）専用と室しゅん工、昭和59
年10月食肉業者との作業契約解除に伴い業務休止。大動物（牛・豚併用）施設は、平成9年11月「と畜場法施行令」が改正されと畜場が備えるべき構造設備
基準を満たすことができず平成12年3月業務を休止する。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

食肉センター　敷地面積9,696.01㎡、牛・豚併用と室（旧と室）417.90㎡、小動
物専用と室768.10㎡、管理棟201.30㎡

職員による除草剤散布
警備保障会社への警備委託
訴訟修了に伴う弁護士謝礼

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

周辺環境へ悪影響を与えないような適正な維持管理

根拠法令、要綱等 八代市食肉センター条例、八代市食肉センター条例施行規則

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 07

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

食肉センター管理事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

職員による敷地内の除草及び警備保障会社への警備委託

11 13

事務事業の目的
食肉センターの維持管理を適正に行い周辺環境に悪影響を与えないようにする

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250658 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課 

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

食肉センター管理事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

　できない

● 　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

市が所有管理する施設である

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

食肉流通施設とは隣接しており一体的な管理が考えられる

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

適正な管理を行うためには必要である

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

職員による除草により雑草の繁茂が抑えられている。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

雑草の繁茂や不審者の侵入を防止し周辺環境に悪影響を与えない
ようにする必要がある

受益者はいない

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

施設は稼働していないものの周辺環境へ悪影響を与えないために適
正な維持管理が必要である。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

雑草の繁茂や不審者の侵入を防止し周辺環境に悪影響を与えない
ようにする必要がある

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

市が所有管理する施設である

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

雑草の繁茂や不審者の侵入を防止し周辺環境に悪影響を与えないようにする。

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

食肉センター管理事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

● 1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

施設を解体した場合跡地利活用の検討が必要

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

現在、関係法令の基準を満たさず業務は休止となり使用されておらず業務再開の見込みはな
い。また、食肉センター訴訟が終了したことにより施設の解体が望ましい

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上 ●

維持

低下

食肉センター管理事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

3

全部直営 一部委託 全部委託 1 義務である

● その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

対象（園芸農家3戸以上の団体）からの事業実施希望に基づく事務事業であるため。

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.00 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.35 0.04 0.00 0.00 0.00

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 2,450,000 280,000 0 0 0

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

0 0

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0

27,170,000 0 0 0

0

財
源
内
訳

国県支出金 33,610,000

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 29,620,000 280,000 0 0 0

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 33,610,000 27,170,000 0

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

燃油価格等の資材の高騰による生産コストの増加が、農業経営を圧迫しており、省エネルギー施設の導入による生産コストの削減が必要とされている。
本事業で省エネ化、自動化された設備を有するハウス施設を導入したことで、燃油使用量の削減や作業時間の短縮などの省資源化、省力化が図られ、生産
コストが低下したことにより、農業経営の安定化、所得の向上に寄与している。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

園芸農家3戸以上の団体等 本事業は県の補助要綱等に基づく間接補助事業であり、事務手続きの概要
は以下のとおりである。
計画承認申請→内示→交付申請→交付決定→着工報告→完成報告→しゅ
ん工確認検査→実績報告→交付確定成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

・品質の向上（Ｐ）：施設導入による生産安定と収量・品質向上
・収量の向上（Ｑ）：施設を導入し、施設野菜での新しい作型による収量の増大
・コスト低下（Ｃ）：燃油使用量の削減

根拠法令、要綱等 熊本県補助金等交付規則、熊本県農林水産業振興補助金等交付要項、等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）間接補助事務

事業期間 開始年度 平成25年度 終了年度 平成26年度

款項目コード（款-項-目） 05 01 04

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

施設園芸緊急再生対策事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

県の補助要綱等に基づく間接補助事業であり、事業実施要領等に基づき補助対象事業費の1／2以内を交付する。
【対象要件】①受益戸数が3戸以上であること。②受益者は認定農業者等地域農業の担い手であること。③品質（Ｐ）、収量（Ｑ）、コスト（Ｃ）
の最適化を図る成果目標を設定していること。等
【対象施設】①気象災害に強いハウス施設整備（耐風速35ｍ／ｓ以上）、②高効率型省エネ施設整備（重油使用量を30％以上削減する2層
カーテン施設等）

11 34

事務事業の目的
「稼げる農林水産業」の再生を目指し、熊本県農業の基幹である園芸作物でのＰＱＣモデルの推進を行うために、意欲ある園芸農家に対し
て、気象災害に強いハウス施設の整備による一段の品質・収量向上と、二層カーテン等の導入による大幅なコスト低下を実現することによ
り、ＰＱＣモデルの普及を促進し、園芸農家の所得の最大化と生産意欲の向上を図る。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 農業生産の向上による経営の安定

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250662 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課  

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

施設園芸緊急再生対策事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

　薄れていない

● 　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

県の補助要綱等に基づき実施する必要がある。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

同上

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

同上

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

農業者の費用負担の軽減、生産コストの削減など、事業効果が得ら
れている。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

県の補助要綱に基づく事業である。

同上

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

八代市の基幹産業である農業の経営安定のために必要である。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

社会状況に応じて農業者が必要とする事業メニューが展開されてい
るが、近年、大規模経営を行う個人農家が増加しており、「農家3戸以
上の団体」が対象要件となっていることが、このような個人農家が事
業を活用するにあたり弊害となっている。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

兼の補助要綱等により市町村が実施することと定められている。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

- -

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 7 3 - - - -

②

受益面積 本事業により効果がもたらさ
れる範囲について、受益面積
として設定した。

a

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

受益戸数

実績 668.2 75.5 - -

- - -

- - - -

本事業により効果がもたらさ
れる対象者について、受益戸
数として設定した。

戸

計画 - -

施設園芸緊急再生対策事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

県の補助要綱等に基づき、適正な事務処理に努めていく。

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

県の補助要綱等に基づき実施する間接補助事務であるため。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

施設園芸緊急再生対策事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

3

● 全部直営 一部委託 全部委託 ● 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

国策事業に関する事務であるため。

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.50 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.00 0.30 0.00 0.00 0.00

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 0 2,100,000 0 0 0

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

14,655,000 14,655,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0

13,780,000 14,655,000 14,655,000 14,655,000

14,655,000

財
源
内
訳

国県支出金 13,646,000

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 13,780,000 16,755,000 14,655,000 14,655,000 14,655,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 13,646,000 13,780,000 14,655,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

14,655,000

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

農業者戸別所得保障制度 八代市農業再生協議会への補助金

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

円滑な運営

根拠法令、要綱等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 09

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

戸別所得補償推進事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

八代市農業再生協議会への補助金

11 29

事務事業の目的
意欲のある農業者が農業を継続できる環境を整え、農業の再生を図ることで、食糧自給率の向上を図る。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 農業生産の向上による経営の安定

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250651 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農業生産流通課 農産係

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

戸別所得補償推進事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

国策事業に関する事務であるため。

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

戸別所得補償推進事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

国策事業に関する事務であるため。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

戸別所得補償推進事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

3

● 全部直営 一部委託 全部委託 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

年度毎に実施者や内容が変わるため。

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.00 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 0 0 0 0 0

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

0 0

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 0 0 0 0

0

0 0 0 0

3,800,000 0 0 0

0

財
源
内
訳

国県支出金

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 3,800,000 0 0 0 0

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 3,800,000 0

その他特定財源 　（特別会計→繰入金）

0

地方債

事業開始時点からこれまでの状況変化等

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

農業者 高性能機械の導入費用の一部補助

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

生産性の向上
生産コストの削減

根拠法令、要綱等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 平成23年度 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 09

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

熊本土地利用型農業緊急支援事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

高性能機械の導入に関する補助

11 55

事務事業の目的
高性能機械の導入による生産性の向上
機械の共同購入・共同利用による生産コストの削減

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 農業生産の向上による経営の安定

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250653 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課     

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

熊本土地利用型農業緊急支援事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

熊本県の補助事業であるため。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

熊本県の補助事業であるため。

熊本県の補助事業であるため。

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

熊本県の補助事業であるため。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

熊本県の補助事業であるため。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

熊本県の補助事業であるため。

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

熊本土地利用型農業緊急支援事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

熊本県の補助事業であるため。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

熊本土地利用型農業緊急支援事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

● 全部直営 一部委託 全部委託 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

②
環境保全型農業直接支払申請面積

a

実績 - - - -
③

計画 -

-

-

- - -

- -

-

1500 - -計画 - 1900

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 1525 1418 - -

実績 129 130

0.00 0.00 0.00

29年度

①
農産物残留農薬自主検査に対する申請検体
数 件

計画 - 133 -

- -

- 0.45 0.45 0.60 0.50 0.50

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 3,150,000 3,150,000 4,200,000 3,500,000 3,500,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

700,000 700,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 2,228,120 300,000 400,000 400,000 400,000

0 0

0 0 0 0 0

279,000 300,000 300,000 300,000

700,000

財
源
内
訳

国県支出金

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 5,657,120 3,750,000 4,900,000 4,200,000 4,200,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 2,507,120 600,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金）

300,000

地方債

事業開始時点からこれまでの状況変化等

消費者の安全・安心な農産物への関心が高まったことに伴い、持続性の高い農業生産方式を導入し、減農薬や減肥または有機栽培などの環境保全に配慮
した農業生産を行う農業生産者が年々増加している。一方で、病害等による収量の減少や品質の低下などのデメリットが懸念されることから、各種交付金等
の活用を促し、更なる取組の拡大を図る必要がある。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

エコファーマー等農業者、生産団体 ●農産物残留農薬自主検査に対する経費の助成
H25年度　申請団体　5件　130検体　補助額　1,950,000円
●環境保全型農業直接支払交付金の交付
化学肥料・化学合成農薬の5割低減の取組とセットで地球温暖化や生物多様
性保全に効果の高い営農活動に取り組む農業者に対して国及び県と連携し
た 直接支援を行う。(支援割合　国：1/2, 県：1/4, 市：1/4)
○対象となる取組おそびその支援単価（一部例外あり）
・カバークロップの作付（8,000円/10a）
・炭素貯留効果の高い堆肥の施用(4,400円/10a)
・有機農業(8,000円/10a )
・その他地域特認取り組み
H25年度 申請件数　7件　取組面積　1418ａ　補助額(県・市)　557,120円

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

減農薬、減化学肥料への取組を推進することで、農業分野の有する環境保全
機能を十分に発揮させる。また、消費者への信頼を高め、八代の農産物の市
場優位性を高める。

根拠法令、要綱等 持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律、環境保全型農業直接支援対策実施要綱等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 04

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

環境保全型農業推進事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

①農産物残留農薬自主検査に対する経費を助成する「八代市農産物安全安心緊急対策事業費補助」
②地球温暖化防止、生物多様性保全等に効果の高い営農活動を取り組む農業者に対して、当該営農活動によって発生する追加的なコスト
を支援する「環境保全型農業直接支払交付金交付事務」

11 15

事務事業の目的
化学合成肥料や化学合成農薬を低減し、地球環境のみならず地域の環境保全に効果の高い営農活動の普及拡大を図ることを目的とす
る。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250659 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課                  

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

環境保全型農業推進事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

　見直しの余地はない

● 　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

　できない

● 　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

国の補助要綱等により市町村が実施する事と定められている。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

国の補助要綱等に基づき実施する事業である。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

申請者数の増加に伴う事務量の増加が見込まれるため、エコファー
マーの申請受付事務等の業務においては非常勤職員等による対応
も可能であると考える。

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

成果指標であるエコファーマー数は順調に増加している。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

環境保全型農業の取組に活用できる補助事業等を広く周知するな
ど、農業者が環境保全型農業に取り組みやすい環境作りを検討して
いく必要がある。

国の補助要綱等に基づき実施する事業である。

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

総合計画において、化学肥料や農薬の使用量低減、生物多様性保
全など環境保全効果の高い農業生産方式や営農活動を促進し、持
続性のある農業を展開することとしているため。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

消費者の農産物に対する安全・安心の意識は高まっている。本事業
は消費者ニーズに対応するために環境保全に配慮した農産物を供
給する農業者を支援するものであり、今後も継続していく必要があ
る。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

国の補助要綱等により市町村が実施する事と定められている。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 742 780 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

エコファーマー
数

実績 - -

800 820 840 860

減農薬・減化学肥料への取
組を促進し、環境保全に配慮
した農業生産者としてエコ
ファーマー数を指標とした。

件

計画 - 760

環境保全型農業推進事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

今後は、各種補助事業等を活用しながら、環境保全型農業に取り組みやすい環境づくりを行い、新規に取り組む農業者の拡大・促進を図る。併
せて、環境保全型農業に継続的に取り組むことができるよう、農業者のニーズに応じた支援、事業展開を図っていく。
また、本事業に係る事務については、非常勤職員等を有効に活用しながら、低コストで高い効果が得られるような手法を検討していく。

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

地球温暖化の防止や水資源の涵養等の観点から環境保全型の農業の必要性が高まってい
る。また、食の観点においても減農薬による安全・安心な農産物の需要が高まっている。しか
し、環境保全型農業を行う生産者においては、労力を有し、収量、品質が不安定で安定した農
業経営が難しいという現状もある。そこで、生産者が消費者ニーズに即した農業生産を行えるよ
う、実状に応じた事業を展開していくことが重要である。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 無 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上 ●

維持

低下
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別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

全部直営 ● 一部委託 全部委託 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

②
トマト黄化葉巻病対策事業費補助金利用者数
（26年度以降は啓発チラシ配布件数） 戸

50

実績 51 40 - - - -
③

有害鳥獣防護柵設置事業費補助金を活用した
防護柵設置箇所数 箇所

計画 - 50

49000

-

2 2 2

- -

-

50 50 50

49000 49000 49000計画 - 400

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 400 415 - -

実績 9 1

0.00 0.00 0.00

29年度

①
各種農作物実証試験委託件数

箇所
計画 - 5 3

- -

- 1.30 1.30 1.29 1.30 1.30

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 9,100,000 9,100,000 9,030,000 9,100,000 9,100,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

3,610,000 3,610,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 8,576,105 7,333,299 3,889,000 3,610,000 3,610,000 3,610,000

0 0

0 0 0 0 0

0 240,000 0 0

3,610,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 16,433,299 13,229,000 12,640,000 12,710,000 12,710,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 8,576,105 7,333,299 4,129,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

本事業は園芸・果樹の生産振興に関する各種対策を実施するものであり、これまで生産振興上の様々な課題や問題に柔軟に対応してきている。トマト黄化
葉巻病対策については、ウイルスを媒介するシルバーリーフコナジラミ捕獲のための黄色粘着板購入経費の一部を助成してきたが、個々の対策では抜本的
な解決には至らず、病気の根絶には地域一丸となった取り組みが必要であることから、今後は、トマト農家だけでなく、市全域を対象に周知・啓発を行い、病
害対策の普及・促進を図っていく。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

園芸・果樹生産者 ・トマトの優良品種や有効な栽培技術の現地実証試験を行い、日本一の産地
としてのトマトの生産安定と高品質化を図る。
・有効な防除方法が確立されていないシルバーリーフコナジラミ対策として、捕
獲するための粘着シート購入経費の補助を行い、育苗期における蔓延防止対
策を実施する。
・有害鳥獣被害防止対策として、農地への有害獣の侵入を防止するために設
置する防護柵等の購入にかかる費用の一部を助成する。
・各種生産振興協議会への加盟負担や各種生産者協議会の自主的活動の推
進を図り、本市の園芸・果樹作物の生産拡大・安定化に寄与する。

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

農業所得の向上と経営の安定

根拠法令、要綱等 八代市トマト黄化葉巻病対策事業費補助金交付要領、八代市農作物有害獣防護柵設置事業補助金交付要領、など

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 04

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

園芸・果樹振興対策事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

園芸・果樹の生産振興に関する各種の取り組みを実施する。
①果樹・園芸作物の生産と品質の安定のための優良品種の選定や栽培新技術導入のための生産現場における「各種農作物実証試験委
託業務」、②トマト黄化葉巻病まん延防止対策としてトマト育苗圃におけるシルバーリーフコナジラミ捕獲ための「黄色粘着板設置経費補助
③有害鳥獣による農作物被害を防止するための「防護柵設置経費補助」、④各種の生産振興協議会「負担金」、⑤各種生産者部会等活動
「助成金」等の支出

11 10

事務事業の目的
園芸・果樹作物の品質の向上と生産の安定を図り、生産農家の経営安定と所得の向上を目指す。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250655 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課   

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

園芸・果樹振興対策事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

　順調である

● 　あまり順調ではない

　順調ではない

　見直しの余地はない

● 　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

　できない

● 　検討の余地あり

　可能である

　できない

● 　検討の余地あり

　可能である

　検討の余地あり

● 　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

市の補助要綱等に基づき市が実施する必要がある。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

各種協議会等で実施する事業において、関連、類似するものがあれ
ば、事務の移譲や連携を検討することは可能と考える。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

補助申請の受付業務などは、非常勤職員による対応も可能と考え
る。

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

トマト黄化葉巻病対策や有害鳥獣防護柵設置事業は、毎年の被害
発生状況に波があるため、効果や有効性が評価しにくい面があるも
のの、いずれも抜本的な対策には至っていない。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

個々の対策だけでなく、地域ぐるみでの取り組みが必要であるため、
効果的な周知・啓発を検討していく。

トマト黄化葉巻病対策においては、黄色粘着板設置経費補助による
個々の対策ではなく、地域ぐるみの取り組みを促すための周知・啓発
にシフトしていく。

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

現況に応じた事業実施により、安定した農業生産が図られてる。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

生産振興上の様々な課題や突発的な問題に対して、柔軟に対応して
いる。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

園芸・果樹関係においては、生産団体や協議会等が多く存在してお
り、各々で取組が行われていることから、市は広範囲に受益が及ぶ
事業を実施している。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

7940 7860

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 1.4 4 - - - -

②

農作物鳥獣被
害額

有害鳥獣（イノシシ）による農
作物の被害状況を被害額に
より評価する。

千円

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

トマト黄化葉巻
病発生率

実績 7393 8184 - -

8100 8020

2 2 2 2

トマト黄化葉巻病まん延防止
対策を講じるため、その発生
率を指標として設定した。

％

計画 - 2

園芸・果樹振興対策事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

● 4 市による実施（要改善）

5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

国内の農産物消費動向や国際間の経済連携の進展に留意しながら①更なる省エネ・低コスト技術の積極的導入、②市場優位性のある作物・品
種の導入試験、③既存作物の安定生産への取組み、④環境保全型農業への一層の取組み、⑤消費者や市場から信頼される産地づくり、など
に積極的に取り組み、産地として安定生産・安定出荷を実現し、国内市場からの高い信頼を確保することで農業経営の安定を図る。

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

　国内の経済情勢や国際的な経済連携により国内外での産地間競争が激しさを増しつつある
中で、安定した農業経営と産地を維持するためには省エネや低コスト技術の導入による生産コ
ストの低減、環境と調和した持続可能な農業生産方式の導入による安心・安全な農業生産を実
現、また、消費者や市場の評価と信頼を高めるとともに、需要に即した農業生産が課題となって
いることから、引き続き取り組むことが重要である。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

1. 対応済（廃止含む）

コスト 外部評価の実施 有 ： 外部評価（市民事業仕分け） 実施年度 平成22年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上 ●

維持

低下
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別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

3

● 全部直営 一部委託 全部委託 ● 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

県の補助事業に関する業務であるため。

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.00 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.00 0.10 0.00 0.00 0.00

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 0 700,000 0 0 0

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

0 0

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 0 384 0 0 0 0

0

0 0 0 0

17,136,000 0 0 0

0

財
源
内
訳

国県支出金 23,699,400

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 17,136,384 700,000 0 0 0

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 23,699,400 17,136,384 0

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

飼料生産者 導入費用に対する補助

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

栽培組織の育成
機械・施設の共同利用組織の育成

根拠法令、要綱等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 平成23年度 終了年度 平成25年度

款項目コード（款-項-目） 05 01 09

事業コード（大－中－小） 04

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

くまもと型飼料用稲生産流通モデル推進事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

①低コスト生産体制整備
　共同利用機械・施設の整備
②水田飼料用作物利用体制整備
　飼料作成組織の育成など

11 31

事務事業の目的
飼料自給率の向上
飼料の安定供給及び水田の有効活用

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 農業生産の向上による経営の安定

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250652 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農業生産流通課 農産係

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

くまもと型飼料用稲生産流通モデル推進事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

県の補助事業に関する業務であるため

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

くまもと型飼料用稲生産流通モデル推進事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

● 1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

平成25年度で、県の事業が終了したため。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

くまもと型飼料用稲生産流通モデル推進事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

4

1

1

2

全部直営 一部委託 全部委託 1 義務である

● その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

対象（農業協同組合、農業生産法人、農業者の組織する団体等）からの事業実施希望に基づく事務事業であるため。

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.00 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.50 0.38 0.40 0.40 0.40

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 3,500,000 2,660,000 2,800,000 2,800,000 2,800,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

0 0

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0

14,827,000 7,075,000 0 0

0

財
源
内
訳

国県支出金 7,714,000

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 18,327,000 9,735,000 2,800,000 2,800,000 2,800,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 7,714,000 14,827,000 7,075,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

気象災害の発生、激しい気候変動、農業経営費の増加などにより園芸農家を取り巻く環境は厳しさを増す中で、産地においては農家経営の安定化を図るた
めに、品質や生産量の増大、生産経費の削減を図る取り組みが進められている。
本事業を活用して、品質・収量向上やコスト削減に効果がある施設・機械の導入、基盤整備等が進められたことにより、農家所得の向上や経営の安定化が
図られている。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

市町村、農業協同組合、農協連等、農業者の組織する団体、農業生産法人 本事業は県の補助要綱等に基づく間接補助事業であり、事務手続きについて
は以下のとおりである。
計画承認申請→内示→交付申請→交付決定→着工報告→完成報告→しゅ
ん工確認検査→実績報告→交付確定成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

農家経営の安定化、農家所得の最大化に向けたＰ品質、Ｑ収量の向上、Ｃコ
スト削減の最適化を図る。

根拠法令、要綱等 熊本県補助金等交付規則、熊本県くまもと稼げる園芸産地育成対策事業実施要領、等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）間接補助事務

事業期間 開始年度 平成22年度 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 05 01 04

事業コード（大－中－小） 15

豊かな農林水産業のまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

くまもと稼げる園芸産地育成対策事業

会計区分 01 一般会計

経営安定を目指した農業の振興

事務事業の概要
（全体事業の内容）

県の補助要綱等に基づく間接補助事業であり、事業実施要領に基づき補助対象事業費の1／3以内（一部1／2以内）を補助金として交付す
る。
　【事業実施主体】市町村、農業協同組合、農協連等、農業者の組織する団体、農業生産法人
　【戦略タイプ】①品質向上対策、②生産力向上対策、③コスト低減対策、④園芸産地販売力強化モデル対策

01 42

事務事業の目的
園芸農家の経営の安定化を図るため、品質の向上（Ｐ）、収量の向上（Ｑ）とコスト削減（Ｃ）に効果がある施設・機械、基盤整備等を支援し、
農家所得の最大化に向けＰＱＣの最適化を図る。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 豊かさとにぎわいのあるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 需要に応じた農産物の生産振興

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250665 事務事業評価票 所管部長等名 農林水産部長　橋口　尚登

所管課・係名 農林水産部_農業生産流通課     

評価対象年度 平成25年度 課長名 久木田　昌一

くまもと稼げる園芸産地育成対策事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

　薄れていない

● 　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

県の補助要綱等に基づき実施する必要がある。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

同上

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

同上

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

農業者の費用負担の軽減、生産コストの削減など、事業効果が得ら
れている。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

県の補助要綱等に基づく事業である。

同上

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

八代市の基幹産業である農業の経営安定のために必要である。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

社会状況に応じて農業者が必要とする事業メニューが展開されてい
るが、近年、大規模経営を行う個人農家が増加しており、「農家3戸以
上の団体」が対象要件となっていることが、このような個人農家が事
業を活用するにあたり弊害となっている。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

県の補助要綱等により市町村が実施することと定められている。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

- -

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 21 49 - - - -

②

受益面積 本事業により効果がもたらさ
れる範囲について、受益面積
として設定。

a

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

受益戸数

実績 1376.7 4415 - -

- - -

- - - -

本事業により効果がもたらさ
れる対象者について、受益戸
数として設定。

戸

計画 - -

くまもと稼げる園芸産地育成対策事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

特になし

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

県の補助要綱等に基づき、適正な事務処理に努めていく。

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

県の補助要綱等に基づき実施する間接補助事務であるため。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

くまもと稼げる園芸産地育成対策事業 Page 3 of 3
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